別記様式第７号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）記載例①：事務費概算請求しない場合


令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））遂行状況報告書

番　　　号
年　月　日

一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　森山　　  𥙿　殿

所在地
団体名　取組主体
代表者　　　　　　　　　　印

　令和２年１１月１９日全肉振発事第２３４号で補助金交付決定通知のあった畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））の実施について、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第１０の１の規定に基づき、その遂行状況を下記のとおり報告します。

記

	区　分
	総事業費
	事業の遂行状況
	備考

	
	
	令和２年１２月３１日までに完了したもの
	令和３年１月１日以降に実施するもの
	

	
	
	事業費
	出来高
比率
	事業費
	事業完了年月日
	

	１　繁殖雌牛増頭の取組
（１）増頭のための計画策定
（２）繁殖雌牛増頭奨励金

２　事業推進
	
　50,000
（注２）

50,000
	
5,000
（注２）

10,000
	
10％


20％
	
45,000
（注２）

40,000
	
R2.12.27


R3.3.5
（注３）
	


（注）区分欄には、別紙「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））取組計画書」に記載した事項を記載すること。
（記載注意）注１：事務費の交付決定日 
　注２：「増頭奨励金」欄は空欄とし、別紙１－１で執行見込み内容を報告する。
（事務委託団体は、別紙１－２により執行見込みを取組主体別にとりまとめ願います。）　
注３：奨励金の生産者への振込完了日
注４：口座名義・番号等が事前に確認できるよう通帳の写しを添付すること。

別記様式第８号（取組主体　→　（都道府県畜産協会）　→　全国協会）記載例②：事務費の補助金概算請求する場合


令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））補助金概算払請求書兼遂行状況報告書

番　　　号
年　月　日

一般社団法人全国肉用牛振興基金協会
会　長　　森山　　　𥙿　殿

所在地
団体名　取組主体
代表者　　　　　　　　　　印

　令和２年１１月１９日全肉振発事第２３４号で補助金交付決定通知のあった畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））について、下記のとおり金〇〇〇〇円を概算払により交付されたく、一般社団法人全国肉用牛振興基金協会畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（肉用牛））実施要領第８の４の（３）の規定に基づき申請します。
記
１　概算払請求額
	区　分
	交付決定
	事業遂行状況
（R2年12月31日現在）
	既概算払受領額④
	今回概算払請求額⑤
	令和3年3月5日迄予定出来高（④＋⑤)／②
	残額
②－
④－
⑤

	
	事業費①
	補助金②
	事業費
③
	補助金
	事業費
出来高
③／①
	
	
	
	

	１　繁殖雌牛増頭の取組
（１）増頭のための計画策定
（２）繁殖雌牛増頭奨励金
２　事業推進
	円

55,000


注2


55,000

	円

50,000


注2


50,000
	円

11,000


注2


5,500
	円

10,000


注2


5,000
	％

20





10
	円

0





0
	円

10,000





5,000
	％

20



	円

40,000





45,000

	合計
	110,000
	100,000
	16,500
	15,000
	15
	0
	15,000
	
	85,000



（注）それぞれの事業項目ごとに記載することとし、請求時点での事業費の概算払必要額の積算根拠として月別の支出実績及び支出計画を添付すること。

２　振込先金融機関名等
　　　金融機関名　　　　　　　　　　　　　支店名（カタカナ）
　　　預金種類
　　　口座番号
　　　口座名義（カタカナ）
[bookmark: _Hlk57383881]　　　（口座名義・番号等が事前に確認できるよう通帳の写しを添付する）

（記載注意）注１：事務費の交付決定日 
　　　　　　注２：「増頭奨励金」欄は空欄とし、別紙１－１で執行見込み内容を報告する。　
（事務委託団体は、別紙１－２により執行見込みを取組主体別にとりまとめ願います。）

※　赤字は、記入要領等を記載したものであり、報告書提出にあたっては、削除願います。

